
※貸借対照表の数値を人口で除して算出

平成25年度 村田町の財務書類 ［要約版］

　本町の財政情報を公表するため、「地方公共団体財務書類作成にかかる基準モデル（基準モデル）」に基づき、平成25年度決算（会計期間：平成25年4月1日～平成26年3月31日）の財務書類を作成しましたので公表いたします。

◆ 資金収支計算書 ◆ ◆ 貸借対照表 ◆ ◆ 純資産変動計算書

　一会計期間における、本町の行政活動に伴う現金等の資金の 　平成26年3月31日時点で、本町がどのような資産を保有しており、その資産がどのような 　貸借対照表の純資産の部に計上されている各項目が、一会計

項　目 普通 単体 連結 が明らかになります。 の増加要因として計上され、行政コスト計算書で算出された純

流れを、性質の異なる三つの活動（経常的収支、資本的収支、 財源で賄われているのかを対照表示した財務書類です。 期間でどのように変動したかを表す財務書類です。

財務的収支）に分けて表示した財務書類です。 　貸借対照表により、平成25年度末における本町の財政状態（資産・負債・純資産の残高） 　地方税などの一般財源、国県支出金などの特定財源が純資産

行政コストが純資産の減少要因として計上されることにより、

Ⅱ 当期資金収支額 ▲ 190 ▲ 321 ▲ 332 Ⅰ 金融資産 2,272 3,241 3,649 Ⅰ 流動負債

単体 連結 負債の部 普通 単体 連結Ⅰ 期首資金残高 555 1,317 1,424 資産の部 普通

859 1,323 1,582 一会計期間の純資産総額の変動が明らかになります。

1 経常的収支 663 1,087 1,287 1 資金 365 項　目 普通 単体 連結0 68 181

▲ 455 ▲ 640 ▲ 817 2 債権 98

996 1,088 1 未払金

5 5 　予定地方債

Ⅰ 前期末残高 22,034 26,735 27,173

基礎的財政収支(1+2) 208 447 470 3 有価証券 5

234 434 2 翌年度償還 706 1,101 1,239

Ⅱ 当期変動額 ▲ 20 ▲ 61 ▲ 43

2 資本的収支

1 財源変動の部 92 134 128

Ⅲ 期末資金残高 365 996 1,088 Ⅱ 非金融資産 28,816

2,006 2,122 3 賞与引当金 他 153 154 1623 財務的収支 ▲ 398 ▲ 768 ▲ 802 4 投資等 1,804

1 事業用資産 7,536 7,558 9,794 1 地方債 6,751

36,800 39,036 Ⅱ 非流動負債 8,215

10,580 12,359 純経常費用（総行政コスト） 4,746 6,712 7,766

①財源の使途 6,050 8,486 9,77512,044 13,973

2,009

　収支に充てた結果、単体ベースで３２１百万円減少し、 Ⅲ 繰延資産 0 0 0 3 借入金 他 71 71 71

1,393 1,393 1,543 その他（固定資産形成等） 1,304 1,774★税収や補助金などにより経常的収支で生じた資金を他の 2 インフラ資産 21,280 29,242 29,242 2 退職給付引当金

②財源の調達 6,142 8,620 9,903

　資金残高は９９６百万円となっています。 負債合計

6,074

1,618

★経常的収支と資本的収支を合わせた基礎的財政収支（プ 純資産の部 普通 単体 連結

9,074 13,367 15,555 税収 1,618 1,618

移転収入(国･県支出金等) 3,372 5,007

　加しております。 資産合計 31,088 40,041 42,685 負債･純資産合計 31,088 40,041 42,685 2 資産形成充当財源変動の部 ▲ 520 ▲ 595

　ライマリーバランス）は、単体ベースで４４７百万円増 純資産合計 22,014 26,674

▲ 578

3 その他の純資産変動の部 408 400 407

2,211

◆ 町民一人あたりの貸借対照表（単体ベース） ◆ ★単体ベースで、将来世代の負担である負債は１３，３６７百万円、現在までの世代の ★純資産は、純行政コストや固定資産等により減少、税収

27,130 その他 1,152 1,995

平成26年3月31日現在の人口 ･･･ 11,699人
　負担である純資産は２６，６７４百万円となっています。 　や国県支出金等により増加、固定資産の変動等による増

　減により、単体ベースで６１百万円減少しており

★単体ベースで、４０，０４１百万円の資産を有しており、そのうち、学校や道路など Ⅲ 当期末残高 22,014 26,674 27,130

　の非金融資産が９１．９％を占めています。

3,423 千円 純資産
　普通会計ベース … 資産 2,656千円　　負債 　775千円　　純資産 1,881千円 と直接の対価性のある使用料・手数料などの収益を対比させた

　単体ベース　　 … 資産 3,423千円　　負債 1,142千円　　純資産 2,281千円 財務書類です。

負　債 財務書類から分かる村田町の財政状況
◆ 行政コスト計算書 ◆

資　産 1,142 千円
　一会計期間において、資産形成に結びつかない経常的な行政

★町民一人あたりの資産、負債、純資産 活動（福祉サービスの提供など）に係る費用と、その行政活動

9,808

　普通会計ベース … 407千円　単体ベース … 573千円　連結ベース … 663千円 1 人件費 1,342 1,407 2,256

2,281 千円
　連結ベース　　 … 資産 3,648千円　　負債 1,329千円　　純資産 2,319千円 項　目 普通 単体 連結

★町民一人あたりの純経常費用（純行政コスト） Ⅰ 経常費用（行政コスト） 5,049 7,609

　※行政コスト計算書の純経常費用（純行政コスト）の数値を人口で除して算出 2 物件費 1,025 1,341 1,899

★資産に対する将来世代の負担（負債）の割合 3 経費 514 633 871

303 897 2,042

　　資産に対する将来世代に負担義務のある負債の割合は、普通会計ベースで29.1％、 4 業務関連費用 117 220 283

　単体ベースで33.3％、連結ベースで36.4％となっております。 5 移転支出 2,051 4,008 4,499

　ます。

　単体･･･一般会計＋特別会計 　る財政運営の目標設定、行政評価、施策見直しなどに活用していきます。 ★純行政コストは、単体ベースで６，７１２百万円で、税

　連結･･･一般会計＋特別会計＋外郭団体 　収や補助金などで賄われています。

★各表の金額は、百万円単位で表示をしております。 　単体ベースで66.6％、連結ベースで63.5％となっております。

★用語の説明 ★財務書類の活用 ★経常費用は、単体ベースで７，６０９百万円で、補助金

　普通･･･一般会計 　　今回公表した財務書類については、今後経年比較などを行い、本町におけ 　などの移転支出が５２．６％を占めています。

　るため、合計が一致しない場合があります。 　　資産に対する将来世代に負担義務のない純資産の割合は、普通会計ベースで70.8％、 Ⅲ 純経常費用（純行政コスト） 4,746 6,712 7,766

★各表の金額は、表示単位未満を四捨五入で処理してい ★資産に対する現在までの世代の負担（純資産）の割合 Ⅱ 経常収益

その他 


